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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　環状カルボン酸エステルを含む非水溶媒、ベンゼンジスルホン酸ジエステル、ベンゼン
ジスルホン酸ジリチウム塩またはベンゼンスルホン酸エステルであるスルホン酸誘導体お
よびリチウム塩を含有する非水電解液。
【請求項２】
　スルホン酸誘導体の添加量が０．０１重量％～１０重量％であることを特徴とする請求
項１に記載の非水電解液。
【請求項３】
　環状カルボン酸エステルがγ－ブチロラクトンであることを特徴とする請求項１または
２に記載の非水電解液。
【請求項４】
　非水溶媒がγ－ブチロラクトンに加え、環状カーボネートおよび環状スルホンから選ば
れた少なくとも一つの他の環状構造の非水溶媒を含有し、かつ非水溶媒中に含まれる環状
化合物の割合が８０重量％以上であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の
非水電解液。
【請求項５】
　他の環状構造の非水溶媒がエチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、ブチレン
カーボネート、スルホラン、メチルスルホランから選ばれた少なくとも一つであることを
特徴とする請求項４に記載の非水電解液。
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【請求項６】
　前記リチウム塩がＬｉＰＦ６を含有することを特徴とする請求項１～５のいずれかに記
載の非水電解液。
【請求項７】
　前記リチウム塩が、ＬｉＰＦ６に加え、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣlＯ４、ＬｉＡｓＦ６、Ｌ
ｉＮ（ＳＯ２ＣｋＦ（２ｋ＋１））２（ｋ＝１～８の整数）、ＬｉＰＦｎ（ＣｋＦ（２ｋ

＋１））（６－ｎ）（n＝１～５、ｋ＝１～８の整数）から選ばれた少なくとも１種のリ
チウム塩を含有することを特徴とする請求項１～６のいずれかに記載の非水電解液。
【請求項８】
　リチウム塩中のＬｉＰＦ６の含有率が１００～５０重量％であることを特徴とする請求
項６または７に記載の非水電解液。
【請求項９】
　非水電解液が、さらに一般式（１）に示すビニレンカーボネート誘導体を含有すること
を特徴とする請求項１～８のいずれかに記載の非水電解液。

【化１】

（Ｒ１、Ｒ２は、水素、メチル基、エチル基、またはプロピル基である。）
【請求項１０】
　スルホン酸誘導体と一般式（１）に示すビニレンカーボネート誘導体の比率が、重量比
で１：１００～１００：１であることを特徴とする請求項９に記載の非水電解液。
【請求項１１】
　　負極活物質として金属リチウム、リチウム含有合金、リチウムとの合金化が可能な金
属もしくは合金、リチウムイオンのドープ・脱ドープが可能な酸化物、リチウムイオンの
ドープ・脱ドープが可能な遷移金属窒素化物、リチウムイオンのドープ・脱ドープが可能
な炭素材料、またはこれらの混合物のいずれかを含む負極と、
正極活物質として遷移金属酸化物、リチウムと遷移金属の複合酸化物、またはこれらの混
合物のいずれかを含む正極と、
請求項１～１０のいずれかに記載の非水電解液とを含むことを特徴とするリチウム二次電
池。
【請求項１２】
　負極活物質がリチウムイオンのドープ・脱ドープが可能な炭素材料であることを特徴と
する請求項１１に記載のリチウム二次電池。
【請求項１３】
　正極活物質がリチウムと遷移金属の複合酸化物であることを特徴とする請求項１１に記
載のリチウム二次電池。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、非水電解液およびそれを使用する二次電池に関する。さらに詳しくは、非水溶
媒と添加剤とリチウム塩を含有する安全性と寿命特性に優れた電池を可能とする非水電解
液およびそれを使用する二次電池に関する。
【０００２】
【発明の技術的背景】
非水電解液を用いた電池は、高電圧でかつ高エネルギー密度を有しており、また貯蔵性な
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どの信頼性も高いので、民生用電子機器の電源として広く用いられている。
【０００３】
このような電池として非水電解液二次電池があり、その代表はリチウム電池である。それ
に用いられる電解液として、非プロトン性有機溶媒に、ＬｉＢＦ４、ＬｉＰＦ６、ＬｉＣ
lＯ４、ＬｉＡsＦ６、ＬｉＣＦ３ＳＯ３、Ｌｉ２ＳｉＦ６などのＬｉ電解質を混合した溶
液が用いられている（Jean-Paul Gabano編、"Lithium Battery",ACADEMIC PRESS(1983) 
）。
【０００４】
非プロトン性有機溶媒として、カーボネート類が知られており、エチレンカーボネート、
プロピレンカーボネート、ジメチルカーボネートなどの各種カーボネート化合物の使用が
提案されている（特開平４－１８４８７２号報、特開平１０－２７６２５号報など）。そ
の他に使用しうる非プロトン性溶媒として、イオウ系溶媒が提案されている。例えば、環
状スルホン（特開昭５７－１８７８７８号報、特開昭６１－１６４７８号報）、鎖状スル
ホン（特開平３－１５２８７９号報、特開平８－２４１７３２号報）、スルホキシド類（
特開昭５７－１４１８７８、特開昭６１―１６４７８など）、スルトン類（特開昭６３－
１０２１７３）、スルファイト類（特開昭６１－６４０８０号報）などを例示することが
できる。また、エステル類（特開平４―１４７６９号報、特開平４－２８４３７４）、芳
香族化合物類（特開平４―２４９８７０号報）の使用なども提案されている。
【０００５】
現在主流のリチウム二次電池の一つとして、リチウムイオン二次電池を挙げることができ
る。この電池は、リチウムを吸蔵、放出が可能な活物質からなる負極、リチウムと遷移金
属の複合酸化物からなる正極、電解液などから構成されている。
【０００６】
リチウムイオン二次電池の負極活物質には、リチウムの吸蔵、放出が可能な炭素材料が多
く使用されており、特に黒鉛などの高結晶性炭素は、放電電位が平坦であり、真密度が高
く、かつ充填性が良いなどの特徴を有しており、現在市販されているリチウムイオン二次
電池の大半の負極活物質として採用されている。
【０００７】
また電解液には、プロピレンカーボネート、エチレンカーボネートなどの高誘電率カーボ
ネート溶媒と、ジエチルカーボネート、メチルエチルカーボネートやジメチルカーボネー
トなどの低粘度カーボネート溶媒の混合溶媒に、ＬｉＢＦ４、ＬｉＰＦ６、ＬｉＮ（ＳＯ

２ＣＦ３）２やＬｉＮ（ＳＯ２ＣＦ２ＣＦ３）２などのＬｉ電解質を混合した溶液が用い
られている。
【０００８】
黒鉛などの高結晶性炭素を負極に用いる場合、黒鉛負極上で電解液の還元分解反応を抑制
することが重要である。
このため、電解液に使用される高誘電率の非水溶媒として、常温で固体ではあるものの、
還元分解反応が継続的に起こりにくいエチレンカーボネートや、エチレンカーボネートと
プロピレンカーボネートの混合溶媒を併使用することによって、非水溶媒の還元分解反応
を抑えることが提案されている。
【０００９】
しかしながら、エチレンカーボネートを使用しても、負極表面で微量の電解液の還元分解
反応が継続して起こることが知られており（J.Electrochem.Soc.,147(10),3628-3632(200
0)、J.Electrochem.Soc.,146(11),4014-4018(1999)、J.Power Sources No.81-82, 8-12(1
999)）、例えば、充放電を何度も長期間繰り返すサイクル使用や、高温で電池を貯蔵した
りすると、電池の容量が低下することが考えられ、必ずしも十分ではない。
【００１０】
また、安全性の観点から引火点の高い電解液が望まれている。ところが、負荷特性と寿命
特性に優れ、かつ高い安全性を有するという要請を完全に満たした電解液は、まだ得られ
ておらず、そのような電解質の開発が求められている。
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【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
引火点が高く安全性に優れ、かつ溶媒の分解反応が抑制され、高温保存時の容量低下およ
び負荷特性の劣化が少ない優れた寿命特性を有する電池を可能とする電解液を提供するこ
とを目的とする。さらにこの非水電解液を含む二次電池の提供を目的とする。
【００１２】
【課題を解決するための手段】
本発明は、環状カルボン酸エステルを含む非水溶媒、スルホン酸誘導体およびリチウム塩
を含有する非水電解液を提供する。
【００１３】
　本発明のスルホン酸誘導体は、ベンゼンジスルホン酸ジエステル、ベンゼンジスルホン
酸ジリチウム塩またはベンゼンスルホン酸エステルである。
【００１４】
前記環状カルボン酸エステルが、γ－ブチロラクトンである前記の非水電解液は、本発明
の好ましい態様である。
【００１５】
前記非水溶媒がγ－ブチロラクトンに加え、環状カーボネートおよび環状スルホンから選
ばれた少なくとも一つの他の環状構造の非水溶媒を含有する非水溶媒である非水電解液は
、本発明の好ましい態様である。
【００１６】
前記リチウム塩がＬｉＰＦ６を含有するリチウム塩である前記の非水電解液は、本発明の
好ましい態様である。
【００１７】
前記リチウム塩が、ＬｉＰＦ６に加え、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣlＯ４、ＬｉＡｓＦ６、Ｌｉ
Ｎ（ＳＯ２ＣｋＦ（２ｋ＋１））２（ｋ＝１～８の整数）、ＬｉＰＦｎ（ＣｋＦ（２ｋ＋

１））（６－ｎ）（n＝１～５、ｋ＝１～８の整数）から選ばれた少なくとも１種のリチ
ウム塩を含有する前記の非水電解液は、本発明の好ましい態様である。
【００１８】
本発明において、前記非水電解液が、さらに一般式（１）に示すビニレンカーボネート誘
導体を含有する非水電解液は、本発明の好ましい態様である。
【化２】

（Ｒ１、Ｒ２は、水素、メチル基、エチル基、またはプロピル基である。）
【００１９】
本発明は、負極活物質として金属リチウム、リチウム含有合金、リチウムとの合金化が可
能な金属もしくは合金、リチウムイオンのドープ・脱ドープが可能な酸化物、リチウムイ
オンのドープ・脱ドープが可能な遷移金属窒素化物、リチウムイオンのドープ・脱ドープ
が可能な炭素材料、またはこれらの混合物のいずれかを含む負極と、
正極活物質として遷移金属酸化物、リチウムと遷移金属の複合酸化物、またはこれらの混
合物のいずれかを含む正極と、
上記の非水電解液とを含むリチウム二次電池を提供する。
【００２０】
【発明の実施の具体的形態】
本発明に係る非水電解液およびこの非水電解液を用いた非水電解液二次電池について具体
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的に説明する。本発明において、非水電解液は、環状カルボン酸エステル、スルホン酸誘
導体および電解質を含有する非水電解液を提供するものであり、また、本発明はこの非水
電解液を用いた非水電解液二次電池を提供する。
【００２１】
非水溶媒
本発明の電解液を構成する非水溶媒は、少なくとも環状カルボン酸エステルを含有するも
のである。環状カルボン酸エステルは、蒸気圧が低く、粘度が低く、かつ誘電率が高い。
このため、電解液の引火点と電解質の解離度を下げることなく電解液の粘度を下げること
ができるので、電解液の引火性を高くすることなく電池の負荷特性に関わる指標である電
解液の伝導度を高めることができる。
【００２２】
環状カルボン酸エステルとして、具体的にはγ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトンお
よびδ－バレロラクトンなどのラクトン類、およびメチルγ－ブチロラクトン、エチルγ
－バレロラクトン、エチルδ－バレロラクトンなどのラクトン類のアルキル置換体などを
例示することができる。なかでもγ－ブチロラクトンが特に好ましく使用される。
【００２３】
本発明の非水溶媒としては、環状カルボン酸エステルを単独で使用してもよいが、他の非
水溶媒とともに使用することもできる。
【００２４】
本発明の電解液で、環状カルボン酸エステルともに使用できる他の非水溶媒としては、非
水電池用に一般的に使用されるものであればいずれでも使用できる。その好ましい例とし
ては、エチレンカーボネートのような環状カーボネート、スルホランのような環状スルホ
ン、N－メチルオキサゾリジノンなどの環状カーバメート、ジオキソランのような環状エ
ーテル、ジメチルカーボネートのような鎖状カーボネート、プロピオン酸メチルのような
鎖状カルボン酸エステル、ジメトキシエタンのような鎖状エーテル、ジエチルスルホンの
ような鎖状スルホン、メチル－Ｎ，Ｎ－ジメチルカーバメートなどの鎖状カーバメート、
リン酸トリメチルのような鎖状リン酸エステルを挙げることができる。
【００２５】
これらのうち、電気化学的な安定性から、環状カーボネート、鎖状カーボネート、環状ス
ルホン、鎖状スルホンが好ましい。
【００２６】
環状カーボネートの具体的として、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、１
,２‐ブチレンカーボネート、２,３‐ブチレンカーボネート、１,２‐ペンチレンカーボ
ネート、２,３‐ペンチレンカーボネートなどが挙げられる。特に、誘電率が高いエチレ
ンカーボネートとプロピレンカーボネートが好適に使用される。
【００２７】
鎖状カーボネートの具体的として、ジメチルカーボネート、メチルエチルカーボネート、
ジエチルカーボネート、メチルプロピルカーボネート、メチルイソプロピルカーボネート
、エチルプロピルカーボネート、ジプロピルカーボネート、メチルブチルカーボネート、
エチルブチルカーボネート、ジブチルカーボネート、メチルペンチルカーボネート、エチ
ルペンチルカーボネート、ジペンチルカーボネート、メチルヘプチルカーボネート、エチ
ルヘプチルカーボネート、ジヘプチルカーボネート、メチルヘキシルカーボネート、エチ
ルヘキシルカーボネート、ジヘキシルカーボネート、メチルオクチルカーボネート、エチ
ルオクチルカーボネート、ジオクチルカーボネート、メチルトリフルオロエチルカーボネ
ートなどが挙げられる。
【００２８】
スルホン類の具体的として、スルホラン、２－メチルスルホラン、３―メチルスルホラン
、ジメチルスルホン、ジエチルスルホン、ジプロピルスルホン、メチルエチルスルホン、
メチルプロピルスルホンなどが挙げられる。
【００２９】
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負極活物質に黒鉛を使用した電池の場合は、特にエチレンカーボネートを含有することが
望ましい。
【００３０】
非水溶媒の組み合わせの例として具体的には、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネー
ト、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネートとジメチルカーボネート、γ－ブチロラ
クトンとエチレンカーボネートとメチルエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチ
レンカーボネートとジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとプロピレンカーボネー
ト、γ－ブチロラクトンとプロピレンカーボネートとジメチルカーボネート、γ－ブチロ
ラクトンとプロピレンカーボネートとメチルエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンと
プロピレンカーボネートとジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボ
ネートとプロピレンカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネートとプロピ
レンカーボネートとジメチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネート
とプロピレンカーボネートとメチルエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレン
カーボネートとプロピレンカーボネートとジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンと
エチレンカーボネートとジメチルカーボネートとメチルエチルカーボネート、γ－ブチロ
ラクトンとエチレンカーボネートとジメチルカーボネートとジエチルカーボネート、γ－
ブチロラクトンとエチレンカーボネートとメチルエチルカーボネートとジエチルカーボネ
ート、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネートとジメチルカーボネートとメチルエチ
ルカーボネートとジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネートと
プロピレンカーボネートとジメチルカーボネートとメチルエチルカーボネート、γ－ブチ
ロラクトンとエチレンカーボネートとプロピレンカーボネートとジメチルカーボネートと
ジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネートとプロピレンカーボ
ネートとメチルエチルカーボネートとジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチ
レンカーボネートとプロピレンカーボネートとジメチルカーボネートとメチルエチルカー
ボネートとジエチルカーボネート、γ－ブチロラクトンとスルホラン、γ－ブチロラクト
ンとエチレンカーボネートとスルホラン、γ－ブチロラクトンとプロピレンカーボネート
とスルホラン、γ－ブチロラクトンとエチレンカーボネートとプロピレンカーボネートと
スルホラン、γ－ブチロラクトンとスルホランとジメチルカーボネートなどが挙げられる
。
【００３１】
環状カルボン酸エステルの非水溶媒中の混合割合は、重量比で表して、１００～１０％、
さらに好ましくは９０～２０％、特に好ましくは８０～３０％である。このような比率に
することによって、電池の充放電特性に関わる電解液の伝導度を高めることができる。
【００３２】
電池の安全性向上のために、溶媒の引火点の向上を目指す場合は、非水溶媒として、環状
構造の非水溶媒（以下環状非水溶媒という）を使用するのが好ましい。環状非水溶媒は、
単独であっても複数を混合してもよい。また、溶媒の引火点の向上を目指す場合、環状非
水溶媒と鎖状構造の非水溶媒を混合で使用してもよい。この場合、鎖状構造が非水溶媒全
体に対して重量比で２０％未満となるように使用することが望ましい。環状非水溶媒と鎖
状構造の非水溶媒はそれぞれ単独を混合しても複数を混合してもよい。
【００３３】
この場合、環状非水溶媒同士の望ましい組み合わせの例として、γ－ブチロラクトンとエ
チレンカーボネート、γ－ブチロラクトンとプロピレンカーボネート、γ－ブチロラクト
ンとエチレンカーボネートとプロピレンカーボネート、γ－ブチロラクトンとエチレンカ
ーボネートとスルホランを例示することができる。
【００３４】
環状非水溶媒に混合して使用するのに好ましい鎖状構造の非水溶媒の例として、ジメチル
カーボネート、ジエチルカーボネート、ジプロピルカーボネート、ジブチルカーボネート
、ジヘプチルカーボネート、メチルエチルカーボネート、メチルプロピルカーボネート、
メチルブチルカーボネート、メチルヘプチルカーボネート、エチルブチルカーボネート、
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エチルヘプチルカーボネート、ジメチルスルホン、ジエチルスルホン、ジプロピルスルホ
ン、ジブチルスルホンなどを挙げることができる。
【００３５】
本発明の非水電解液では、本発明の目的を損なわない限り、上記以外の一般的な他の非水
溶媒を含んでいてもよく、その具体例として、ジメチルホルムアミドなどのアミド、N‐
メチルピロリドンなどの環状アミド、N,N‐ジメチルイミダゾリジノンなどの環状ウレア
、およびポリエチレングリコール誘導体、オリゴエチレングリコール誘導体などを挙げる
ことができる。
【００３６】
スルホン酸誘導体
本発明の電解液は、非水溶媒に加えてスルホン酸誘導体を添加剤として含有する。
スルホン酸誘導体としては、スルホン酸類のエステル、塩などを挙げることができる。ス
ルホン酸誘導体の具体例としては、メタンスルホン酸メチルエステルのようなアルカンス
ルホン酸のエステルや塩などのアルカンスルホン酸誘導体、ベンゼンスルホン酸メチルエ
ステルやベンゼンスルホン酸リチウム塩のようなアリールスルホン酸のエステルや塩など
のアリールスルホン酸誘導体などである。
【００３７】
これらのスルホン酸誘導体の好ましい例として、アリールスルホン酸誘導体、より好まし
くはベンゼンスルホン酸誘導体を挙げることができる。ベンゼンスルホン酸誘導体の具体
例は、下記一般式（２）の構造を有する化合物である。
【化３】

（Ｒ３は、アルキル基または金属である。Ｒ４～Ｒ８は互いに同一でも異なっても良く、
互いに結合して環を形成しても良く、水素、ハロゲン、スルホン酸エステル基、スルホン
酸金属基、カルボン酸エステル基、カルボン酸金属基、炭素数１～１０の有機基から選ば
れる。）
【００３８】
金属としては、アルカリ金属、アルカリ土類金属などが挙げられ、特にアルカリ金属が望
ましい。アルカリ金属として具体的には、リチウム、ナトリウム、カリウムが例示されリ
チウムが最も望ましい。炭素数１～１０の有機基としては、炭化水素基、ハロゲン化炭化
水素基、ヘテロ原子を含有する炭化水素基、ヘテロ原子を含有するハロゲン化炭化水素基
などが挙げられる。ヘテロ原子としては、酸素、窒素、イオウ、リン、ホウ素等が挙げら
れる。
ハロゲンとしてはフッ素、塩素が挙げられる。
【００３９】
炭素数１～１０の有機基として具体的には、トリフルオロメチル基、トリフルオロメトキ
シ基、トリフルオロエチル基、トリフルオロエトキシ基、ペンタフルオロエチル基、ペン
タフルオロエトキシ基、メチル基、メトキシ基、エチル基、エトキシ基、ビニル基、ビニ
ロキシ基、エチニル基、プロピル基、プロピロキシ意、イソプロピル基、1-プロペニル基
、2-プロペニル基、1-プロピニル基、2-プロピニル基、アリロキシ基、プロパルギロキシ
基、ブチル基、ブトキシ基、sec-ブチル基、t-ブチル基、1-ブテニル基、2-ブテニル基、
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3-ブテニル基、2-メチル-2-プロペニル基、1-メチレンプロピル基、1-メチル-2-プロペニ
ル基、1,2-ジメチルビニル基、1-ブチニル基、2-ブチニル基、3-ブチニル基、ブテニロキ
シ基、ブチニロキシ基、ペンチル基、1-メチルブチル基、2-メチルブチル基、3-メチルブ
チル基、1-メチル-2-メチルプロピル基、2,2-ジメチルプロピル基、フェニル基、フェノ
キシ基、メチルフェニル基、エチルフェニル基、ビニルフェニル基、エチニルフェニル基
、フルオロビニルフェニル基、フルオロエチニルフェニル基、フルオロフェニル基、ジフ
ルオロフェニル基、トリフルオロメチルフェニル基、クロロフェニル基、フルオロメトキ
シフェニル基、ジフルオロメトキシフェニル基、メトキシカルボニル基、エトキシカルボ
ニル基、トリフルオロエトキシカルボニル基、トリフルオロメチルカルボニル基などが例
示される。
以上例示したＲ４～Ｒ８の置換基のうち、フェニルスルホン酸またはフェニルスルホン酸
金属の電解液への溶解性の点から、置換基の炭素数は３以下であることが望ましい。
【００４０】
本発明では、特に、Ｒ４～Ｒ８のうち少なくとも一つが、スルホン酸エステル基、スルホ
ン酸金属基のいずれかであることが望ましい。
【００４１】
以上説明してきたベンゼンスルホン酸誘導体として具体的には、以下に示す化合物を挙げ
ることができる。以下にエステルというのは、メチルエステル、エチルエステル、プロピ
ルエステル、ブチルエステル、フェニルエステル、トリフルオロメチルエステル、ペンタ
フルオロプロピルエステルのいずれかであることを示す。
【００４２】
ナフタレンスルホン酸エステル、ベンゼンスルホン酸エステル、ベンゼンジ（スルホン酸
エステル）、ベンゼントリ（スルホン酸エステル）、スルホ安息香酸ジエステル、トルエ
ンスルホン酸エステル、トルエンジ（スルホン酸エステル）、トルエントリ（スルホン酸
エステル）、トリフルオロメチルベンゼン（スルホン酸エステル）、トリフルオロメチル
ベンゼンジ（スルホン酸エステル）、トリフルオロメチルベンゼントリ（スルホン酸エス
テル）、ナフタレンスルホン酸リチウム塩、ベンゼンスルホン酸リチウム塩、トリフルオ
ロメチルベンゼンスルホン酸リチウム塩、ベンゼンジスルホン酸ジリチウム塩、トリフル
オロメチルベンゼンジスルホン酸ジリチウム塩、ベンゼントリスルホン酸トリリチウム塩
、スルホ安息香酸ジリチウム塩、メトキシカルボニルベンゼンスルホン酸リチウム塩、エ
トキシカルボニルスルホン酸リチウム塩、ビニルオキシカルボニルスルホン酸リチウム塩
、アリルオキシカルボニルスルホン酸リチウム塩、エチニルオキシカルボニルスルホン酸
リチウム塩、プロパルギルオキシカルボニルベンゼンスルホン酸リチウム塩、トリフルオ
ロエチルオキシカルボニルベンゼンスルホン酸リチウム塩、トルエンスルホン酸リチウム
塩、トルエンジスルホン酸ジリチウム塩、
【００４３】
以上に例示してきたベンゼン－スルホン酸誘導体の中で、特に、ベンゼンジ（スルホン酸
エステル）、ベンゼンジスルホン酸ジリチウム塩が望ましく、さらにはメタ－ベンゼンジ
（スルホン酸エステル）とオルト－ベンゼンジスルホン酸ジリチウムが望ましい。より具
体的には、メタ－ベンゼンジスルホン酸ジメチルエステル、メタ－ベンゼンジスルホン酸
ジエチルエステル、メタ－ベンゼンジスルホン酸ジプロピルエステル、オルト－ベンゼン
ジスルホン酸ジリチウム塩が最も望ましい。
【００４４】
スルホン酸誘導体を、γ－ブチロラクトンなどの環状カルボン酸エステルを含有する電解
液に使用することによって、負極上の電解液の還元分解反応を抑制する効果が高く、高温
保存時やサイクル使用時の電池の容量低下を抑制する。
【００４５】
また、スルホン酸誘導体は、高温保存試験やサイクル試験時の正極のインピーダンスの上
昇を抑制して、負荷特性の劣化を抑制する。この作用は、特に電解質にリチウム塩として
ＬｉＰＦ６を使用した場合に顕著に現れる。
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以上説明してきたスルホン酸誘導体は、単独の物を電解液に添加しても良いし、複数のス
ルホン酸誘導体の混合物を添加しても良い。
【００４６】
スルホン酸誘導体の電解液への添加量が少ない場合は、効果が発現し難くなり、多すぎる
場合には、負極の界面インピーダンスが上昇する場合がある。
このため電解液中への添加量は、電解液あたり０．０００１重量％～３０重量％が好まし
く、０．００１重量％～１０重量％がより好ましく、０．１重量％～７重量％がさらに好
ましく、０．２重量％～５重量％が最も好ましい。
【００４７】
他の添加剤
本発明において、本発明のスルホン酸誘導体のほかに、他の添加剤を共に含有させること
により、電解液にさらに優れた特性を付与することが可能である。
本発明において添加してもよい他の添加剤として、それ単独でも負極上の電気分解を抑制
する作用を持つものを選ぶと、負極上の電気分解がさらに抑制され、さらに電池の自己放
電を小さく抑制できる。この結果、電池の負荷特性、高温保存特性、サイクル特性が向上
するようになるという効果が得られる。
【００４８】
スルホン酸誘導体と同時に含有させる化合物は、その化合物単独でも負極上の電気分解を
抑制する作用を持つことが望ましい。この構成にすると、負極上の電気分解がさらに抑制
され、さらに電池の自己放電を小さく抑制できる。この結果、電池の負荷特性、高温保存
特性、サイクル特性が向上するようになる。
【００４９】
負極上の電気分解を抑制する作用を持つ他の添加剤としては、下記一般式（１）に示すビ
ニレンカーボネート誘導体；ビニルエチレンカーボネートやジビニルエチレンカーボネー
トなどのビニル基を有する環状カーボネート；無水マレイン酸、ノルボルネンジカルボン
酸無水物、ジグリコール酸、ビニル無水フタル酸などのカルボン酸無水物類；メチルプロ
パルギルカーボネート、ジプロパルギルカーボネート、エチニル無水フタル酸などの炭素
炭素三重結合を有する化合物；ビニルメチルスルホン、ジビニルスルホン、ビニルフェニ
ルスルホンなどのビニルスルホン類などが例示される。
【００５０】
【化４】

（Ｒ１、Ｒ２は、水素、メチル基、エチル基、またはプロピル基である。）
【００５１】
これらの化合物のうち、一般式（１）に示すビニレンカーボネート誘導体が好ましい。一
般式（１）に示すビニレンカーボネート誘導体として具体的には、ビニレンカーボネート
、メチルビニレンカーボネート、エチルビニレンカーボネート、プロピルエチレンカーボ
ネート、ジメチルビニレンカーボネート、ジエチルビニレンカーボネート、ジプロピルビ
ニレンカーボネートなどが例示される。これらのうち、より好ましいものとしてビニレン
カーボネートを挙げることができる。
【００５２】
本発明の電解液において、スルホン酸誘導体と上述の負極上の電気分解を抑制する作用を
持つ化合物を電解液に同時に添加する場合、その添加比率は、重量比で１：１００～１０
０：１、好ましくは１：２０～２０：１、さらに好ましくは、１：１０～２０：１が望ま
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しい。特に、負極上の電気分解を抑制する作用を持つ化合物がビニレンカーボネートの場
合は、スルホン酸誘導体とビニレンカーボネートの比率が１：５～２０：１が望ましい。
スルホン酸誘導体と上述の負極上の電気分解を抑制する作用を持つ化合物を電解液に同時
に添加する場合の合計の添加量は、非水電解液全体に対して４０重量％以下にすることが
望ましい。
【００５３】
リチウム塩
本発明の電解質としては、リチウム塩が好ましい。リチウム塩の具体例としては、ＬｉＰ
Ｆ６、ＬｉＢＦ４、ＬｉＣｌＯ４、ＬｉＡｓＦ６、Ｌｉ２ＳｉＦ６、ＬｉＯＳＯ２ＣｋＦ

（２ｋ＋１） （ｋ＝１～８の整数）、ＬｉＰＦｎ（ＣｋＦ（２ｋ＋１））（６－ｎ） （
ｎ＝１～５、ｋ＝１～８の整数）などのリチウム塩が挙げられる。また、次の一般式で示
されるリチウム塩も使用することができる。ＬｉＣ（ＳＯ２Ｒ９）（ＳＯ２Ｒ１０）（Ｓ
Ｏ２Ｒ１１）、ＬｉＮ（ＳＯ２ＯＲ１２）（ＳＯ２ＯＲ１３）、ＬｉＮ（ＳＯ２Ｒ１４）
（ＳＯ２ＯＲ１５）（ここで、Ｒ９～Ｒ１５は、互いに同一であっても異なっていてもよ
く、炭素数１～８のパーフルオロアルキル基である）。これらのリチウム塩は単独で使用
してもよく、また２種以上を混合して使用してもよい。また、（Ｃ２Ｈ５）４ＮＰＦ６、
（Ｃ２Ｈ５）４ＮＢＦ４、（Ｃ２Ｈ５）４ＮＣｌＯ４、（Ｃ２Ｈ５）４ＮＡｓＦ６、（Ｃ

２Ｈ５）４Ｎ２ＳｉＦ６、（Ｃ２Ｈ５）４ＮＯＳＯ２ＣｋＦ（２ｋ＋１）（ｋ＝１～８の
整数）、（Ｃ２Ｈ５）４ＮＰＦｎ（ＣｋＦ（２ｋ＋１））（６－ｎ）（n＝１～５、ｋ＝
１～８の整数）などのテトラアルキルアンモニウム塩などを含有していてもよい。
【００５４】
本発明のリチウム塩としては、ＬｉＰＦ６を含有することが望ましい。ＬｉＰＦ６は、解
離度が高いため電解液の伝導度を高めることができ、さらに負極上での電解液の還元分解
反応を抑制する作用がある。
【００５５】
本発明の電解液において、ＬｉＰＦ６を単独で使用するか、ＬｉＰＦ６とそれ以外のリチ
ウム塩を使用することが推奨される。ＬｉＰＦ６以外に使用される電解質としては、通常
、非水電解液用電解質として使用されているものであれば、いずれをも使用することがで
きる。具体的には、前記したリチウム塩の具体例のうちＬiＰＦ６以外のリチウム塩を例
示することができる。
【００５６】
ＬiＰＦ６と他のリチウム塩との組み合わせの具体例としては、ＬｉＰＦ６とＬｉＢＦ４

、ＬｉＰＦ６とＬｉＮ（ＳＯ２ＣｋＦ（２ｋ＋１））２ （ｋ＝１～８の整数）、ＬｉＰ
Ｆ６とＬｉＢＦ４とＬｉＮ（ＳＯ２ＣｋＦ（２ｋ＋１））２（ｋ＝１～８の整数）などが
例示される。
【００５７】
リチウム塩中に占めるＬｉＰＦ６の比率は、１００～１重量％、好ましくは１００～１０
重量％、さらに好ましくは１００～５０重量％が望ましい。
【００５８】
リチウム塩の電解液への混合量は、非水電解液に対しては、０．１～３モル／リットル、
好ましくは０．５～２モル／リットルの濃度で含まれていることが望ましい。
【００５９】
非水電解液
本発明の非水電解液は、環状カルボン酸エステル、スルホン酸誘導体およびリチウム塩を
含有する。
【００６０】
本発明における好適な非水電解液は、環状カルボン酸エステルとスルホン酸誘導体とＬi
ＰＦ６を含有するが、必要に応じて他の添加剤等を加えてもよい。
添加剤としては、前述した化合物以外に、フッ化水素、水、酸素、窒素なども挙げられる
。
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【００６１】
フッ化水素を添加剤に使用する場合、電解液への添加方法は、直接、電解液にフッ化水素
ガスを所定量吹き込むことが挙げられる。また、本発明で使用するリチウム塩がＬｉＰＦ

６やＬｉＢＦ４などのフッ素を含有するリチウム塩である場合は、下記（式１）に示した
水と電解質の反応を利用して、水を電解液に添加し、電解液中で発生させても良い。
ＬｉＭＦｎ ＋ Ｈ２Ｏ → ＬｉＰＦ（ｎ－２）Ｏ ＋２ＨＦ　　　（式１）
（ただし、Ｍ＝Ｐ、Ｂなど、 ＭがＰの時はｎ＝６、ＭがＢの時はｎ＝４）
【００６２】
水を電解液に添加する方法は、電解液に直接水を添加しても良いし、電池の電極中にあら
かじめ水を含有させて、電池中に電解液を注液した後に、電極中から電解液中に水を供給
させても良い。
【００６３】
水を電解液に添加し、間接的にＨＦを電解液中に生成させる場合、水１分子からＨＦがほ
ぼ定量的に２分子生成するので、水の添加量は、望みのＨＦ添加濃度にあわせて計算し添
加する。具体的には、所望のＨＦ量の０．４５倍（重量比）の水を添加する。
【００６４】
電解質と水の反応を利用して、ＨＦを発生させる化合物は、水以外にも酸性度の強いプロ
トン性化合物を使用できる。このような化合物として、具体的には、メタノール、エタノ
ール、エチレングリコール、プロピレングリコール、酢酸、アクリル酸、マレイン酸、１
、４―ジカルボキシー２―ブテンなどを上げることができる。フッ化水素としての添加量
は電解液全体に対して０．０００１～０．７重量％が好ましく、０．００１～０．３重量
％がより好ましく、０．００１～０．２重量％がさらに好ましく、０．００１～０．１重
量％が特に好ましい。
【００６５】
以上のような本発明に係る非水電解液は、リチウム二次電池用の非水電解液として好適で
あるばかりでなく、一次電池用の非水電解液、電気化学キャパシタ用の非水電解液、電気
二重層キャパシタ、アルミ電解コンデンサ用の電解液としても用いることができる。
【００６６】
二次電池
本発明に係る非水電解液二次電池は、負極と、正極と、前記の非水電解液とを基本的に含
んで構成されており、通常、負極と正極との間にセパレータが設けられている。
【００６７】
負極を構成する負極活物質としては、金属リチウム、リチウム含有合金、リチウムとの合
金化が可能な金属もしくは合金、リチウムイオンのドープ・脱ドープが可能な酸化物、リ
チウムイオンのドープ・脱ドープが可能な遷移金属窒素化物、リチウムイオンのドープ・
脱ドープが可能な炭素材料、またはこれらの混合物のいずれをも用いることができる。
【００６８】
リチウムとの合金化が可能な金属もしくは合金としては、シリコン、シリコン合金、スズ
、スズ合金などを挙げることができる。リチウムイオンのドープ・脱ドープが可能な酸化
物としては、酸化スズ、酸化シリコンや、リチウムイオンのドープ・脱ドープが可能な遷
移金属酸化物などを挙げることができる。
【００６９】
これらの中でもリチウムイオンをドーブ・脱ドーブすることが可能な炭素材料が好ましい
。このような炭素材料は、カーボンブラック、活性炭、人造黒鉛、天然黒鉛であっても非
晶質炭素であってもよく、繊維状、球状、ポテト状、フレーク状のいずれの形態であって
もよい。
【００７０】
非晶質炭素材料として具体的には、ハードカーボン、コークス、１５００℃以下に焼成し
たメソカーボンマイクロビーズ（ＭＣＭＢ）、メソフェーズピッチカーボンファイバー（
ＭＣＦ）などが例示され、黒鉛材料としては、天然黒鉛、人造黒鉛があり、人造黒鉛とし
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ては、黒鉛化ＭＣＭＢ、ＭＣＦなどが用いられる。また、黒鉛材料としては、ホウ素を含
有するものなども用いることができ、また、金、白金、銀、銅、Ｓｎ等金属で被覆した物
、非晶質炭素で被覆したり、非晶質炭素と黒鉛を混合した物も使用することができる。こ
れらの炭素材料は、１種類で使用してもよく、２種類以上混合して使用してもよい。
【００７１】
炭素材料としては、特にＸ線解析で測定した（００２）面の面間隔ｄ（００２）が０．３
４０ｎｍ以下の炭素材料が好ましく、真密度が１．７０ｇ／ｃｍ３以上である黒鉛または
それに近い性質を有する高結晶性炭素材料が好ましい。このような炭素材料を使用すると
、電池のエネルギー密度を高くすることができる。
【００７２】
正極を構成する正極活物質としては、ＦｅＳ２、ＭｏＳ２、ＴｉＳ２、ＭｎＯ２、Ｖ２Ｏ

５などの遷移金属酸化物または遷移金属硫化物、ＬｉＣｏＯ２、ＬｉＭｎＯ２、ＬｉＭｎ

２Ｏ４、ＬｉＮｉＯ２、ＬｉＮｉｘＣｏ（１－ｘ）Ｏ２、ＬｉＮｉｘＣｏｙＭｎ（１－ｘ

－ｙ）Ｏ２などのリチウムと遷移金属とからなる複合酸化物、ポリアニリン、ポリチオフ
ェン、ポリピロール、ポリアセチレン、ポリアセン、ジメルカプトチアジアゾール／ポリ
アニリン複合体などの導電性高分子材料、フッ素化炭素、活性炭などの炭素材料等が挙げ
られる。
【００７３】
これらの中でも、特にリチウムと遷移金属とからなる複合酸化物が好ましい。正極活物質
は１種類で使用してもよく、２種類以上混合して使用してもよい。正極活物質は通常導電
性が不十分であるため、導電助剤とともに使用して正極を構成する。導電助剤としては、
カーボンブラック、アモルファスウィスカー、グラファイトなどの炭素材料を例示するこ
とができる。
【００７４】
セパレータは正極と負極を電気的に絶縁しかつリチウムイオンを透過する膜であって、多
孔性膜や高分子電解質が例示される。多孔性膜としては微多孔性高分子フィルムが好適に
使用され、材質としてポリオレフィン、ポリイミド、ポリフッ化ビニリデン、ポリエステ
ル等が例示される。特に、多孔性ポリオレフィンフィルムが好ましく、具体的には多孔性
ポリエチレンフィルム、多孔性ポリプロピレンフィルム、または多孔性のポリエチレンフ
ィルムとポリプロピレンとの多層フィルムを例示することができる。多孔性ポリオレフィ
ンフィルム上には、熱安定性に優れる他の樹脂がコーティングされていても良い。
【００７５】
高分子電解質としては、リチウム塩を溶解した高分子や、電解液で膨潤させた高分子等が
挙げられる。本発明の電解液は、高分子を膨潤させて高分子電解質を得る目的で使用して
も良い。
【００７６】
このような非水電解液二次電池は、円筒型、コイン型、角型、フィルム型その他任意の形
状に形成することができる。しかし、電池の基本構造は形状によらず同じであり、目的に
応じて設計変更を施すことができる。次に、円筒型およびコイン型電池の構造について説
明するが、各電池を構成する負極活物質、正極活物質およびセパレータは、前記したもの
が共通して使用される。
【００７７】
例えば、円筒型非水電解液二次電池の場合には、銅箔などの負極集電体に負極活物質を塗
布してなる負極と、Ａｌ箔などの正極集電体に正極活物質を塗布してなる正極とを、非水
電解液を注入したセパレータを介して巻回し、巻回体の上下に絶縁板を載置した状態で電
池缶に収納されている。
【００７８】
また、本発明に係る非水電解液二次電池は、コイン型非水電解液二次電池にも適用するこ
とができる。コイン型電池では、円盤状負極、非水電解液を注入したセパレータ、円盤状
正極、必要に応じて、ステンレス、またはアルミニウムなどのスペーサー板が、この順序
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に積層された状態でコイン型電池缶に収納されている。
【００７９】
【実施例】
以下に実施例によって本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって
何ら制限されるものではない。
【００８０】
（実施例１～３、および参考例１）
１．電池の作製
＜非水電解液の調製＞
非水溶媒としてエチレンカーボネート（ＥＣ）とγ－ブチロラクトン（γ－ＢＬ）とジブ
チルカーボネート（ＤＢＣ）を、ＥＣ：γ－ＢＬ：ＤＢＣ＝３０：６５：５（重量比）の
割合で混合し、次に電解質として、ＬｉＰＦ６を電解質濃度が１モル／リットルとなるよ
うに非水電解液を調製した。
次にこの非水溶媒に対して、添加剤をそれぞれメタ－ベンゼンスルホン酸ジメチルエステ
ル１重量％（実施例１）、メタ－ベンゼンスルホン酸ジメチルエステル２重量％（実施例
２）、メタ－ベンゼンスルホン酸ジメチルエステル２重量％とビニレンカーボネート２重
量％の混合物（実施例３）となるように添加して、本発明の非水電解液を得た。また、添
加剤の添加を省略した場合を参考例１（ブランク１）とした。
【００８１】
＜負極の作製＞
天然黒鉛（中越黒鉛製ＬＦ－１８Ａ）８７重量部と結着剤のポリフッ化ビニリデン（ＰＶ
ＤＦ）１３重量部を混合し、溶剤のＮ－メチルピロリジノンに分散させ、天然黒鉛合剤ス
ラリーを調製した。次に、この負極合剤スラリーを厚さ１８μｍの帯状銅箔製の負極集電
体に塗布して乾燥した。
コイン型電池用には、これを圧縮成型し、１４ｍｍの円盤状に打ち抜いて、コイン状の天
然黒鉛電極を得た。この天然黒鉛電極合剤の厚さは１１０μｍ、重量は直径１４ｍｍの円
の面積あたり２０ｍｇであった。
【００８２】
＜ＬｉＣｏＯ２電極の作製＞
ＬｉＣｏＯ２（本荘ＦＭＣエナジーシステムズ（株）製 ＨＬＣ－２１）９０重量部と、
導電剤の黒鉛６重量部及びアセチレンブラック１重量部と結着剤のポリフッ化ビニリデン
３重量部を混合し、溶剤のＮ－メチルピロリドンに分散させ、ＬｉＣｏＯ２合剤スラリー
を調製した。このＬｉＣｏＯ２合剤スラリーを厚さ２０ミクロンのアルミ箔に塗布して乾
燥した。
コイン型電池用には、これを圧縮成型し、１３．５ｍｍの円盤状に打ち抜き、コイン状の
ＬｉＣｏＯ２電極を得た。このＬｉＣｏＯ２合剤の厚さは９０ミクロン、重量は直径１３
．５ｍｍの円の面積あたり４０ｍｇであった。
【００８３】
＜コイン型電池の作製＞
直径１４ｍｍの天然黒鉛電極、直径１３．５ｍｍのＬｉＣｏＯ２電極、厚さ２５μｍ、直
径１６ｍｍの微多孔性ポリプロピレンフィルムからできたセパレータを、ステンレス製の
２０３２サイズの電池缶内に、天然黒鉛電極、セパレーター、ＬｉＣｏＯ２電極の順序で
積層した。その後、セパレータに前記非水電解液０．０３ｍｌを注入し、アルミニウム製
の板（厚さ１．２ｍｍ、直径１６ｍｍ、およびバネを収納した。最後に、ポリプロピレン
製のガスケットを介して、電池缶蓋をかしめることにより、電池内の気密性を保持し、直
径２０ｍｍ、高さ３．２ｍｍのコイン型電池を作製した。
【００８４】
２．電池特性の評価
＜コイン型電池による高温保存特性の評価＞
前述のように作製したコイン型電池を使用し、この電池を０．３ｍＡ定電流、４．２Ｖ定
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電圧の条件で、４．２Ｖ定電圧の時の電流値が０．０５ｍＡになるまで充電し、その後、
１ｍＡ定電流、３．０Ｖ定電圧の条件で、３．０Ｖ定電圧の時の電流値が０．０５ｍＡに
なるまで放電した。次に、この電池を１ｍＡ定電流、３．８５Ｖ定電圧の条件で、３．８
５Ｖ定電圧の時の電流値が０．０５ｍＡになるまで充電した。
その後、この電池を、４５℃の恒温槽で７日間保存（「エージング」）を行なった。
エージング後、１ｍＡの定電流・定電圧条件で、終了条件を定電圧時の電流値０．０５ｍ
Ａとして、４．２Ｖ～３．０Ｖの充放電を一回行ない放電容量を測定した（「低負荷放電
容量」）。この時に、放電開始から２分後の電池電圧の変化から、電池の「抵抗」を求め
た。次に、同様の条件で４．２Ｖに充電した後、５ｍＡ定電流放電し、電池電圧が３．０
Ｖになった時点で放電を終了する条件で放電を行い放電容量を測定した（「高負荷放電容
量」）。そして、この時の低負荷放電容量に対する高負荷放電容量の比率をもとめ、これ
を「負荷特性指標」とした。
この電池を一旦３．０Ｖに放電した後、再び４．２Ｖに充電した時の容量（「充電容量」
）を測定した後、６０℃で４日間保存（「高温保存」）を行った。
高温保存後に３．０Ｖまで放電した時の容量（「残存容量」）を測定した。また、エージ
ング時と同じ方法で高温保存試験後の負荷特性指標を測定した。
【００８５】
以上の実施例の結果を以下の指標から解析した。
電池の自己放電性、すなわち、電解液の電気分解性を表わす指標として、高温保存前の充
電容量と高温保存後の残存容量の差分を求め、無添加の電解液の差分に対する、添加剤入
り電解液の差分の比率を「自己放電比」とした。
自己放電比＝｛（添加剤入り電解液の充電容量―添加剤入り電解液の残存容量）／（ブラ
ンクでの充電容量－ブランクでの残存容量）｝× １００（％）
「エージング後の負荷特性指標」に対する「高温保存後の負荷特性指標」の比率を「負荷
特性変化率」とした。
負荷特性変化率＝（「高温保存後の負荷特性指標」／「エージング後の負荷特性指標」）
×１００（％）
「エージング後の抵抗」に対する「高温保存後の抵抗」の比率を「抵抗変化率」とした。
抵抗変化率＝（「高温保存後の抵抗」／「高温保存前（エージング後）の抵抗」）×１０
０（％）
【００８６】
＜測定結果＞
コイン型電池での高温保存試験の評価結果
表１に、評価した電解液の電池特性の測定結果を記した。
【００８７】
【表１】

【００８８】
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（実施例４および参考例２）
実施例２における＜非水電解液の調製＞において、非水溶媒における電解質として、Ｌｉ
ＰＦ６とＬｉＢＦ４を混合しそれぞれ０．５モル／リットル、０．５モル／リットルとな
るように非水電解液を調製したほかは同様にしてコイン型電池を作製し、高温保存特性の
評価を行った。また、添加剤の添加を省略した場合を参考例２（ブランク２）とした。
表２に評価した電解液の電池特性の測定結果を記した。
【００８９】
【表２】

【００９０】
参考例１、２に示すように、添加剤を含まない電解液は、高温保存試験後に抵抗が大幅に
上昇し、負荷特性が大幅に低下することに対して、実施例１、２，４に示した本発明のス
ルホン酸誘導体を添加した電解液は、特に負荷特性および抵抗の劣化抑制について優れた
効果を示した。また、実施例３に示したようにビニレンカーボネートをさらに添加した電
解液は、負荷特性、抵抗の劣化抑制および自己放電の改善に優れた効果を示した。
【００９１】
【発明の効果】
環状カルボン酸エステルを含有し、電解質としてリチウム塩、好ましくはＬｉＰＦ６を使
用し、かつスルホン酸誘導体を含有させた電解液を使用することによって、高温保存時の
負荷特性、抵抗の劣化が大幅に抑制された寿命特性に優れた非水電解液二次電池を得るこ
とができる。
また、本発明の非水電解液の使用によって、引火点が高く安全性に優れた非水電解液二次
電池を得ることができる。
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